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青島：財務本部の青島でございます。本日はお忙しい中、当社の決算説明にご参加いただき誠にありがとうござ

います。それでは、私より 24年度第 3四半期決算についてご説明いたします。 
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4 ページをご覧ください。24年度第 3四半期決算のポイントです。 

実績は前年比で増収増益となりました。売上高は 8,820億円、営業利益はプラス 314億円、経常利益はプラ

ス 361億円、親会社株主に帰属する当期純利益はプラス 164億円となりました。売上高は、全てのセグメント

で増収、営業利益はサービス・開発等を除く全てのセグメントで増益、経常利益は営業利益の増加に加え、主に

持分法投資損益の増加により増益となりました。 
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5 ページは、第 3四半期決算の要約 P/L です。売上高および営業利益については次ページ以降の増減要因で

説明いたしますが、その他の項目について補足いたします。 

持分法投資損益が前年比で約 47億円増加していますが、主に UACJ の持分法投資損益の増加によるもので

す。特別損益が前年比で約 105億円減少しておりますが、政策保有株式の売却が前年より減少したこと、3Q

決算において本日、適時開示しました製品補償引当金繰入額を特別損失に計上したことが主な内容となりま

す。 
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6 ページは、売上高の増減要因です。 

売上高は前年同期比プラス 1,167億円です。地金価格の変動によりプラス 217億円、円安による為替影響に

よりプラス 281億円、連結範囲の異動等を除いた実質的な変動はプラス 660億円です。 

実質的な変動の内訳は、情報通信ソリューションで約 20億円、エネルギーインフラで約 170億円、自動車部

品・電池で約 90億円、電装エレクトロニクス材料で約 170億円、機能製品で約 210億円、いずれも増加して

おります。 
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7 ページは、営業利益の増減要因です。 

全体の増減要因プラス 320億円は、主に売上増効果と改善効果等によるものです。価格転嫁、生産性改善、

製品ミックス改善など、改善効果の総額は 200億円のプラスとなりました。 

売上増 151億円の内訳は、情報通信ソリューションで 5億円、エネルギーインフラで 49億円、自動車部品・電

池で 29億円、機能製品で 62億円のプラスです。 

また、原燃料・物流費が 13億円のマイナス、減価償却費は 15億円のマイナス、その他の固定費は主に人件費

高騰により 25億円のマイナス、為替影響は円安により 26億円のプラスとなりました。 
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8 ページは、24年度通期予想の要約 P/L です。 

売上高および各段階損益の通期予想を上方修正しております。なお、スライド右下に記載のとおり、Q４の銅建

値と為替の前提を変更しました。 

売上高は、銅価上昇や為替の円安影響を反映し、電装エレクトロニクス材料を中心に 500億円の上方修正、

営業利益はこちらに記載した二つのセグメントを中心に合計で 40億円の上方修正、営業外収益で持分法投資

損益と為替差益の増加を見込み、親会社株主に帰属する当期純利益は 80億円上方修正し、300億円とし

ます。 
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9 ページは、24年度通期予想のセグメント別営業利益です。 

エネルギーインフラで国内地中線工事・機能線・送配電部品等の売上増により 15億円の上方修正、自動車部

品・電池で事業環境リスクの想定を見直し 30億円の上方修正、サービス・開発等は、新事業に関わる費用増

加を 5億円見込み、通期営業利益予想を合計 420億円とします。 
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10 ページは、セグメント別売上高・営業利益です。 

サブセグメントの状況については、次ページ以降で説明しますので、説明は割愛いたします。 
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11 ページは、情報通信ソリューションです。 

第 3四半期累計実績は、前年同期比で増収増益です。テレコム関連の需要が徐々に回復し、データセンタ関

連の受注の成果も徐々に出てきており、売上増加や製品ミックスの改善等が増益要因です。 

第 3四半期単期の営業利益はほぼゼロベースに戻ってきました。事業環境の認識はこちらにお示ししております

が、昨年 11月公表時から大きな変化はございません。 
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12 ページは、エネルギーインフラです。 

第 3四半期累計実績は、前年同期比で増収増益です。国内超高圧・再エネ関連・機能線の売上増等が増益

要因です。 

また、今年度は年度末に予定していた国内超高圧地中線案件や機能線・送配電部品が第 3四半期に前倒し

となりました。これらのことから、通期予想を上方修正しておりますが、事業環境の認識は昨年 11月公表時から

大きな変化はございません。 
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13 ページは、自動車部品・電池です。 

第 3四半期累計実績は、前年同期比で増収増益です。主要な顧客である日系 OEM の生産が安定し、当社

の生産性が改善したことや、古河電池の価格適正化が進んだことが増益要因です。 

事業環境の認識は昨年 11月公表時から大きな変化はございませんが、円安や労務費等によるコストアップに関

するお客様との交渉の進捗等を織り込み、通期予想を上方修正しました。 
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14 ページは、電装エレクトロニクス材料です。 

第 3四半期累計実績は、前年同期比で増収増益です。売上高が前年比で大きく増加しておりますが、主に銅

価高騰、円安影響によるものです。増益要因は、主に製品ミックスの改善によるものです。事業環境の認識は、

昨年 11月公表時から大きな変化はございません。 
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15 ページは、機能製品です。 

第 3四半期累計実績は、前年同期比で増収増益です。生成 AI、データセンタ関連製品の需要が旺盛で、サー

マル製品やハードディスク用アルミブランク材の売上が増加したことにより、増益となりました。事業環境の認識は、

昨年 11月公表時から大きな変化はございません。 
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16 ページは、要約 B/S です。 

総資産は 1兆 118億円、前年度末より 268億円増加しました。増減の内訳は、売上増に伴う運転資本で

335億円の増加、為替影響により 51億円の増加、主に UACJ株式の保有区分変更による連結範囲等の変

動により、148億円の減少となりました。 

NET有利子負債が 64億円増加しておりますが、主に売上増に伴う運転資本の増加によるものです。 
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17 ページは、設備投資額・減価償却費・研究開発費です。 

設備投資の通期予想を、昨年 5月に公表した数値から 80億円下げ、400億円としております。これは実施案

件・時期・仕様等を見直した結果です。減価償却費等、研究開発費については、昨年 5月に公表した数値から

変更はございません。 
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18 ページは、25年度に向けて現時点におけるサブセグメントごとの営業利益イメージを矢印で表しております。 

足元の需要環境は当面継続すると考えており、その中で需要の捕捉と成長に向けた取り組みを加速させていく一

方、政治や経済の不確実性に起因する市場変動の影響を注視してまいります。 
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19 ページは、期末配当予想です。 

通期予想の見直しに鑑み、今年度の期末配当予想を前回公表の 1株当たり 90円から 120円に変更しま

す。 

私からの説明は以上となります。 


